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1はじめに：東京商工会議所のご紹介

 東京商工会議所とは、東京２３区に事業所を持つ法人、個人、団体などを会員にもつ地域総
合経済団体

 明治11（1878）年設立／会 頭・・・三村 明夫（日本製鉄（株）名誉会長）
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I. 日本経済に占める中小企業の役割

II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響

III.東京商工会議所の取り組み

IV.ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後
の課題と取り組み

構成
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I. 日本経済に占める中小企業の役割

地域経済を支える中小企業

【企業数】

【社会保険料民間
事業主拠出分】

【従業員への給与支払総額】

出典：総務省「平成28年度経済センサス」

出典：国税庁「民間給与等実態
調査」（平成29年度）

13.713.4

大企業
負担分

13.4兆円

出典：厚労省資料より推計

3,320

1,459

大企業
1,459万人
約３割

中小企業
3,320万人
約７割

92.3

78.3

45.1
中小企業
92.3兆円
約４割

その他法人
45.1兆円
約２割

大企業
78.3兆円
約３割強

中小企業
負担分

13.7兆円
約５割

中小企業は、日本の財政に大きく貢献するとともに、地域経済やまちの活性化に
大きく寄与している。

大企業, 11,110, 
0%

中規模事業者, 
556,974, 15%

小規模事業者, 
3,252,254, 85%

大企業
1.1万者

0.3%

中小企業
380.9万者

99.7％

【従業員数】出典：総務省
「平成26年度経済センサス」基礎調査
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I. 日本経済に占める中小企業の役割

中小企業が直面する構造的な課題―生産性向上

出典：中小企業政策審議会制度設計ワーキンググループ(第4回) 事務局説明資料
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I. 日本経済に占める中小企業の役割

生産性向上を阻害するものー価格転嫁①

中小企業における労働生産性低迷の一因は、増加したコストの価格転嫁が進まない
ことにある。

10.9%

3.8%

4.4%

▲ 0.8%

2.2%

4.0%

▲ 5.2%

4.9% 4.9%

1.6%

▲ 8%

▲ 6%

▲ 4%

▲ 2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

一人当たり名目付加価値額上昇率とその変動要因

(大企業製造業)
実質労働生産性

価格転嫁力指標

一人当たり名目付加価値額

（年率）

（年度）

5.4%

3.9%

5.1%

0.3%

▲ 0.9%

0.4%

▲ 1.4%

0.8%
1.3% 1.1%

▲ 8%

▲ 6%

▲ 4%

▲ 2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

一人当たり名目付加価値額上昇率とその変動要因

(中小製造業)

実質労働生産性

価格転嫁力指標

一人当たり名目付加価値額

（年率）

（年度）

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、「企業物価指数」、財務省「法人企業統計年報」
(注) 2014年版中小企業白書における分析をもとに作成。価格転嫁力指標上昇率については、資本金2千万円以上1億円未満を中小企業、資本金10億円以上を大企業としている。

一人当たり名目付加価値額上昇率については、資本金1千万円以上1億円未満を中小企業、資本金10億円以上を大企業としている。

出典：「価値創造企業に関する賢人会議」
中間報告



Copyright (C)  The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All right reserved.

6
I. 日本経済に占める中小企業の役割

生産性向上を阻害するものー価格転嫁②

東商会員企業からも、価格転嫁に苦慮する声が寄せられている。

費用増加分の価格への反映状況

出典：東京商工会議所
「中小企業の経営課題に関するアンケート」

＜会員企業の声＞

 値下げ要求については、やや収まってき
た大手企業もあれば、毎年要求してくる
ところもある。人件費の転嫁などは基本
的には認められない。（製造業）

 売上の３～４割を占める大手の取引先数
社に対して、依頼文書をもって交渉した
結果、はじめは１社からだが値上げに成
功した。その分、現場に余裕ができたの

で、週休二日制を導入した。（製造業）
 大手企業がコスト増による値上げを全く

認めてくれない。生産性向上に取り組み
たくとも既存設備の更新投資が精いっぱ
いで、新規設備投資やＩＴ導入に取り組
む余裕がない。（製造業）

 ＳＥやプログラマーの単価は、ここ20年近く全く変わっていない。大手の元請企

業の中で、一律で発注単価が決まっており、大手企業にとって利益率が高いプロ
ジェクトであっても、中小企業には全く回ってこない。（ソフトウェア業）
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出典：2020年版中小企業白書

高齢化・人口減少による慢性的な人手不足に加え、「働き方改革」や最低賃金の
継続的な引上げなどへの対応が迫られる中にあっても、中小企業の労働分配率は
大企業に比べて高い水準となっている。

I. 日本経済に占める中小企業の役割

中小企業の労働分配率は大企業より高い
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II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響

景況感の変化①

出典：東商けいきょう集計結果
2020年７－９月期

 2020年４－６月期の業況ＤＩは前期比▲43.4ポイントの▲70.1と、調査開始以
来、最大の落ち幅・最低の水準となった。

 ７－９月期は7.8ポイント改善の▲62.3。「悪化」から「不変」への変化が主因で
あり、前回調査に次ぐ水準に留まる。

 来期の見通しについても、先行きの不透明感を指摘する声が多数あがっている。

※業況ＤＩ＝ 「好転」の回答割合 － 「悪化」の回答割合
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II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響

景況感の変化②

新型コロナウイルスにより「影響が生じてい
る」「長期化すると影響が出る懸念がある」は
4-6月期・7-9月期ともに95.7％と同水準であ
るが、幅広い業種に影響が拡大している。

70.8%

52.8%

73.2%

87.1%

73.3%

26.0%

42.3%

23.2%

10.8%

21.8%

1.8%

1.6%

1.4%

0.0%

2.3%

1.4%

3.3%

2.2%

2.2%

2.6%

製造業

n=219

建設業

n=123

卸売業

n=138

小売業

n=93

サービス業

n=348

経営に影響が生じている 長期化すると影響が出る懸念がある

影響はない 分からない
出典：東商けいきょう集計結果

78.0%

44.9%

78.1%

79.2%

76.0%

18.5%

51.0%

20.5%

12.5%

19.1%

2.8%

1.4%

1.4%

3.1%

2.7%

0.8%

2.7%

5.2%

2.2%

製造業

n=254

建設業

n=147

卸売業

n=146

小売業

n=96

サービス業

n=366

外側：2020年7-9月期調査<n=1,009>、内側：2020年4-6月期調査<n=921>

95.7％

＜業種別＞ ４－６月期調査

新型コロナウイルスの経営への影響
＜全体＞

７－９月期調査
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II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響―会員企業の声

①緊急事態宣言前～緊急事態措置中（３月～５月）

 中小企業の足元の状況を把握すべく、景況調査のほか、３月～６月に実施した計４回・延べ
２８９社に対する電話ヒアリング等を通じて会員企業の声を収集。

 緊急事態宣言発令前から緊急事態措置中は、小売業・サービス業を中心に需要が消滅し、売
上が激減。一方で、インターネット通販での売上確保などを通じて懸命に事業継続に取り組
む声が聞かれた。

▲ ２月から売上が減少し、直近では前年同期比１割以下にまで落ち込んでいる（宿泊業／５月）
▲ 百貨店向けは売上70%減、卸売業向けは50%減少。一方で、通販向け売上は増加している。（婦

人向けバック製造・小売業／３月）
▲ 鋼材需要の冷え込みにより３月は売上が25%減少。４月以降も中国関連の部品の納期遅れによ

り受注がゼロという異常事態になっている。（コイルセンター製造業／３月）
▲ 消費低迷に加え、各国のロックダウン等によりサプライチェーン全体が動かなくなっているこ

とから、3月売上は前年同期比35%減、4月以降は50～70%減の見込み。（宝飾品小売業／４月）
▲ 中小企業は立場上、大企業からの受注を断ることもできず、感染リスクを抱えながら仕事を続

けるしかない。（建設業／４月）
▲ 海外へのインターンシップ生派遣を全面停止し、渡航を予定していた人には全額返金。新規申

し込みも受けられず、各金融機関からの資金調達を急いでいるが窓口が混雑し手続きが進まな
い。（海外研修サービス業／４月）

▲ 問い合わせ窓口の電話がつながらず、施策利用を検討していても申請にまで至っていない。
（卸売業他複数／５月）

○ 外食向けは半減だが、主力のスーパー向け売上が10%増加。（食肉卸売業／３月）
○ セキュリティには少し目をつぶってテレワークを試験的に開始。問題点を整理し、改善しなが

ら対象を拡大する予定。（製造業複数／４月）

▲：課題、経営へのマイナス要素 ○：経営へのプラス要素、その他
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II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響

②緊急事態措置終了後（６月以降）

 緊急事態措置終了後は、幅広い業種へ影響が拡大し、先行きの不透明さから今後の業況回復
に不安を感じる声が多く聞かれた。

 ウィズコロナに対応すべく、非接触・非対面型の業態やビジネス転換に向けた取り組みも始
まっている。 ▲：課題、経営へのマイナス要素 ○：経営へのプラス要素、その他

▲ 発注元である自動車会社の生産計画において、当面の見込みが不確実となっている。当社の
海外工場は５月から稼働を再開したが、フィリピン・タイの工場は約８割、ベトナムは約５
割の稼働で地域によって状況が異なる。カメラ向け部品は欧州向けが多く、売上はほぼゼロ
の状況で回復の見込みもない。（電子部品製造業／６月）

▲ 例年だと学校夏季休暇中の改修・工事などの受注がある時期だが、今年は極端に少なく、不
要不急の新規発注は見合わせていると思われる。（解体工事業／６月）

▲ 駅前の道路に面している飲食店にはまだ客足があるが、少し奥の方は飲食店への来客がほと
んどなく、休業しているところもある。ここまでは何とか持ちこたえたが、「業況が回復せ
ず、雇用に手を付けざるを得ない」と語る経営者も現れ始めている。（商店街／１１月）

○ ５月の売上は対前年比９割減。この状況を打開すべく、製品に抗菌加工を施すなど、新しい
生活様式に対応した新製品開発・改良に取り組んでいる。（皮革小物入れ製造業／６月）

○ 夏物が売れ始め、売上は好調。しかし、暖冬の影響で冬物が、その後の新型コロナウイルス
の影響で春物がほとんど売れず、在庫を抱えている。（衣料品小売業／６月）

○ PCの出荷については、GIGAスクール構想が加速し、想定以上の需要。PCにくわえWiFi機器、
Webカメラ、配線などの材料が不足している。さらに、ネットワーク回線の混雑や、スパム
メールの増加、システム構築人員の不足など、新たな課題が生じている。（ソフトウェア業／６月）

○ トライアルで行っていたリモートレッスンが新規顧客獲得に有効。全教室での展開に向けて
ネット環境などの整備が必要だが、コスト負担が大きい。（音楽教室運営業／１０月）
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II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響

ウィズコロナに向けた新たな取り組み

“勇気ある挑戦”掲示板（https://www.tokyo-cci.or.jp/covid-19/challenging/）

新型コロナウイルスの感染拡大に対し、さまざまな課題解決に向けた企業の取組
事例を広く募集し、その取り組みを紹介。苦境の中でも果敢に挑戦している企業
の取り組みをご紹介することで、企業の認知度向上を図るとともに、ベストプラ
クティスとして、より多くの企業の皆さまの参考となるよう横展開につなげてい
きます。

※11月30日時点で60社掲載中

※ご参考：勇気ある経営大賞（https://www.tokyo-cci.or.jp/market/keieitaisyo/）

東京商工会議所では、過去に拘泥することなく高い障壁
に挑戦し、理想の追求を行うなど、“勇気ある挑戦”を
している中小企業またはグループを顕彰しています。

2021年度で第19回を迎え、多くの革新的な中小企業を紹
介してきました。

https://www.tokyo-cci.or.jp/covid-19/challenging/
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II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響

テレワークの推進

 感染拡大防止対策と経済活動の両立を図るうえで有効な策として、東商からも東
京都からの出勤抑制要請の周知や支援施策を周知。

 実施状況については、緊急事態宣言前後の３度にわたって調査を実施。一時は実
施率67.3%に達した。

緊急事態宣言

発令前

50.5%

緊急事態宣言

発令以降

48.9%

不明 0.5%

（n=1,111） （n=1,048）

（n=556）

（n=1,283）

※ ⑴前々回調査：「会員企業の防災対策に関するアンケート 付帯調査 新型コロナウイルス感染症への対応について」（公表：2020年4月8日）
調査期間：2020年3月13日～31日 ／ 回答企業：東商会員企業1,333社（13,297件にFAX・メールにて調査票を送付し依頼） ／ 回答率：10.0％

⑵前回調査：「テレワークの実施状況に関する緊急アンケート」（公表：2020年6月17日）
調査期間：2020年5月29日～6月5日 ／ 回答企業：東商会員企業1,111社（12,555件にFAX・メールにて調査票を送付し依頼） ／ 回答率：8.8％

26.0%

67.3%

53.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

前々回調査（2020/3） 前回調査（2020/5-6） 今回調査（2020/9-10）

▲14.2ポイント

テレワーク開始時期
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II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響

テレワーク導入の効果と今後の課題

1位
社内のコミュニケーション

57.9%

2位
書類への押印対応

56.7％

3位
労務管理・マネジメント

51.6％

4位
ペーパレス化

45.0％

5位
PC等の機器やネットワークの整備

43.3％

テレワークを継続実施するうえでの課題テレワーク実施の効果

1位
働き方改革が進んだ

46.2%

2位
業務プロセスの見直しができた

39.7％

3位
コスト削減

22.7％

4位
特になし

17.0％

5位
定型的業務の生産性が上がった

14.3％

企業の声

n=556n=556

＜現在も実施している＞

 デザイナー用のハイスペックかつ高価なPCであるため、運搬は毎回宅急便を活用している。そのため、ある
程度まとった日数連続してテレワークを実施するように調整している（サービス業／従業員数30人未満）

 従業員の70%が技術職であり、現場訪問が必要な業務も多いため、業務に支障の無い範囲でテレワークを実施
することを奨励している（建設業／300人以上）

＜一時期実施していたが現在はとりやめた＞

 取引先との細かい摺り合わせが必要なため、オンライン営業は難しく、テレワークが出来ない。また、そも
そもオンラインでの打合せに対応いただけない取引先も少なからずある（製造業／30～49人）

 緊急事態宣言発令期間中のみ、事務などの一部の従業員がテレワークを実施していたが、セキュリティ面で
不安があったため、現在は取りやめた（卸売業／30～49人）

出典：東京商工会議所「『テレワークの実施状況に関するアンケート』調査結果」（2020年11月）
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II. 新型コロナウイルスによる中小企業への影響

雇用維持に取り組む中小企業

2020年度に実施する雇用面の対応（※複数回答）<n=1,004>

出典：東商けいきょう集計結果 2020年７－９月期

 東商景況調査によると、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、2020年度に
想定している雇用面の対応は、「従業員の休業」が最も多く、次いで「現状の雇
用・採用方針を維持」が39.9％となっている。

 一方で、「正規従業員の削減」は3.1％、「非正規従業員の削減」は5.3％と、現時
点で雇用の削減を実施・想定している企業は8.4%に留まっている。
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III.東京商工会議所の取り組み

新型コロナウイルス対策パッケージと５つの緊急掲示板

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている企業を全力で支援するため、
３月に「６つの柱」と「５つの緊急掲示板」からなる「緊急対策パッケージ」を
策定し、サポート活動を展開。
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III.東京商工会議所の取り組み

東京商工会議所による経営支援の実施体制

23区に設置している支部と中小企業相談センター、4か所のビジネスサポートデス
ク（ＢＳＤ）が企業の成長段階に応じてきめ細やかな支援を実施している。

中小企業 創業予定者小規模事業者

経営改善普及事業

資金調達支援

経営診断

販路開拓に関する助成金
申請支援

経営基盤強化の基礎的支援

２３支部

経営計画策定支援

新事業展開支援

海外展開（貿易・海外進出）支援

事業承継支援

企業再生支援

中小企業相談センター
ビジネスサポートデスク

高度・専門的な経営課題の支援

個別相談（計画策定、会社設立等）

資金調達支援

セミナー・交流会

開業ガイドブック／創業事例集

創業支援センター
ビジネスサポートデスク

２３支部
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III.東京商工会議所の取り組み

資金繰りを中心とした経営支援

 ２月以降、累計２万件を超える経営相談に対応している。

 ２月には、いち早く小規模事業者向け資金繰り相談会を開催し、76社に対応した。
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III.東京商工会議所の取り組み

資金繰りや販路開拓に対する支援

マル経融資により、小規模事業者への資金繰り支援を実施。小規模事業者持続化補助
金による販路開拓や「新しい生活様式」への対応促進にも取り組み、地域の小規模事
業者に対する伴走支援を実施している。
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III.東京商工会議所の取り組み

会員の声に基づく東京都に対する要望活動

東京都に対して三次にわたって緊急要望を提出。オンライン会議等を通じて小池都知事へ直接
会員企業の声を伝えた。制度融資の拡充など、多くの項目が実現している。

 ３月10日「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う東京都への緊急要望」（第一次）
―都内経済への影響を最小限に抑えるために、緊急度や重要性が高い中小企業への支援策を中心に要望

 ４月７日「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う東京都への緊急要望」（第二次）
―緊急事態宣言の発令および緊急対応策（第４弾）の取りまとめに向けて、
大久保副会頭から小池東京都知事へ会員企業の生の声に基づく要望事項を
伝えるとともに、感染拡大防止に向けた取り組みについて意見交換を実施

 ５月８日「新型コロナウイルスの影響長期化を踏まえた、
観光および流通・サービス業の事業継続に向けた緊急要望」

 ５月15日「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う東京都への緊急要望」（第三次）
―都内中小企業が緊急事態を乗り越え、「新しい生活様式」に対応し、事業活動を回復軌道に乗せるための支援策を要望

 ５月20日 小池都知事と東京都商工会議所連合会との意見交換

 ７月13日「東京都の中小企業対策に関する重点要望」
－地域経済を支える中小企業・小規模事業者を後押しし、未曽有の危機を乗り越えて、事業継続と本質的な経営課題の

解決に向けた支援を要望

 ７月14日「首都・東京の国際競争力強化に向けた社会資本整備等に関する要望」
 ７月31日「コロナ禍における東京の観光振興策に関する緊急提言」
 10月８日「東京都の防災・減災対策に関する要望」
 11月９日 小池都知事への団体要望（予算要望ヒアリング）／「東京都の雇用就業施策に関する要望」
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III.東京商工会議所の取り組み

会員の声に基づく国に対する要望活動

 日本商工会議所とも連携し、国に対して複数回にわたって緊急要望を提出。

 １１月１９日には、補正予算編成に向けた意見書を公表した。

 ３月30日「新型コロナウイルスの感染拡大に伴う経済対策に関する緊急要望
～感染拡大防止の徹底と地域経済社会への影響の最小化に向けて～」

―企業活動の自粛が要請される中、地域経済を支える中小企業の倒産・廃業防止のための
前例にとらわれない緊急対策等を要望

 ５月１日「雇用調整助成金の円滑な申請・支給に関する緊急要望～中小企業の事業継続と
雇用の維持・安定に向けて～」

 ５月８日「新型コロナウイルスの影響長期化を踏まえた、観光および流通・サービス業の
事業継続に向けた緊急要望」 ※

 ５月19日「新型コロナウイルスの影響長期化を踏まえた中小・小規模事業者の事業継続に
向けた緊急要望」

―中小企業の事業継続に向け、支援策がより迅速に行きわたる一層の体制整備・強化やさらなる支援策の拡充を要望

 ８月７日「雇用調整助成金の特例措置の延長に関する緊急要望
～中小企業の事業継続と雇用の維持・安定に向けて～」

 ８月19日「国の中小企業対策に関する重点要望」 ※
－中小企業が将来に希望を持てるよう、「新しい生活様式」への対応や新たな価値を生み出す活動に対する支援を要望

 11月19日「新型コロナ克服に向けた新たな経済対策に関する意見」

※印を除き、全て日本商工会議所との連名で提出
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III.東京商工会議所の取り組み

11月19日「新型コロナ克服に向けた新たな経済対策に関する意見」

中小企業の実態や地域経済の窮状を踏まえ、刻一刻と変化する現場の声に基づき、
「感染拡大防止と社会経済活動の両立環境の整備」と「中小企業の事業継続とポスト
コロナを見据えたビジネス変革への支援」を柱とし、日本商工会議所と連名で意見書
をとりまとめた。

Ⅰ．感染拡大防止と社会経済活動の両立環境の整備

１．検査体制の強化と医療提供体制の確保、
国を挙げた感染拡大の防止と早期検知・封じ込め

２．社会経済活動を活発化させる、地域における需要喚起やしごと創出への
支援拡充

３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた環境整備

Ⅱ．中小企業の事業継続とポストコロナを見据えたビジネス変革への支援

１．中小・小規模事業者の事業継続、雇用維持への支援
２．ポストコロナを見据えた中小・中堅企業等の構造変化への取組み支援

※全文は東商ＨＰに掲載しております
（https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1023378）
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III.東京商工会議所の取り組み

支援施策の情報提供

充実した支援施策について、ＨＰ上での施策一覧やコラム、ウェブセミナー、広報誌等を通
じて、会員企業へスピーディに、かつ分かりやすく情報提供を行っている。

東商新聞号外 ＨＰ内特設サイト「国・東京都の主な支援施策」

（https://www.tokyo-cci.or.jp/covid-19/measures_info/）

企業のニーズやカテゴリーごとに支援施策を検索・閲覧可能

専門家によるコラム職員による動画解説

ウェブセミナー

支援施策の申請手続きや、「新しい生活様式」に対応したビジネスモデルの転換に
向けた支援施策の活用法などについて専門家が分かりやすく解説。

11月までに23回開催し、延べ2,000名以上が受講した。
【テーマ】

 早わかり解説！事業者向け新型コロナ対策・支援施策活用セミナー（６月）
 早分かり解説！～ 家賃支援給付金・補助金制度等 ～ 新型コロナ対策施策（第２次補正

予算）解説セミナー（７月）
 ～補助金を有効活用～きちんと続ける「テレワーク」とコロナ時代の非対面ビジネスのヒ

ント（７月） 等
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IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

円滑な事業承継

円滑な事業承継の実現

経営者の高

齢化

大事業承継

時代の到来

黒字中小企

業の廃業

中小企業数

の減少

日本経済の

活力低下

現状

わが国経済の持続的な発展の実現

 中小企業の「価値ある事業」の
次世代への円滑な承継

 後継者が時代に合った経営を行
うことで、企業の活力を高め、
生産性を向上（後継者の年齢を
意識した承継）

 社内体制の見直しや、新しい取
り組みが求められる今こそ事業
承継の早期対策を促進

 日々の事業活動が優先され事業
承継対策が後回しになるため、
早期対策が重要

従来からの課題・取り組み 「ウィズコロナ」における新たな取り組み
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IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

円滑な事業承継にむけた東商の支援（全体像）

事業承継

後継者あり

親族内承継

従業員承継

後継者なし

第三者承継

廃業

業績不振

事業再生

意図しない
事業継続

事業承継の割合

60.9％

21.0％

18.1％

事業継続

磨き上げ

55.1％

41.3％

出典：「2019年版中小企業白書」
（中小企業庁）より再編加工

○事業承継支援の範囲

事業承継の範囲

ビジネスサ
ポートデスク
（ＢＳＤ）

東商の相談事業

事業引継ぎ
支援センター

経営安定特別
相談室

中小企業再生
支援協議会

経営改善支援
センター

事業再生

出典：東商
「事業承継の実態に関する
アンケート調査」（2018年）

廃業支援
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IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

ビジネスサポートデスクによる支援

 東京都からの補助により、事業承継支援をはじめとした、高度かつ専門的な経営課
題に対応するため、支援拠点を東西南北の４エリアに設置。23支部と連携した相談
体制を構築。

 拠点には中小企業支援の専門家（コーディネーター）が常駐、課題を整理して支援
プランを作成。コーディネーター自身に加え、必要に応じて各分野の専門家を派遣
し、きめ細かに支援。

事業承継の支援件数

年間 3,130件

※総相談件数 7,421件

【社長６０歳「企業健康診断」®】

事業承継に向けた気づきと経営
実態の把握、課題整理を経営者
に提供するために、セルフ
チェックシートや診断報告書を
活用
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IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

第三者承継（Ｍ＆Ａ）の促進

出典：成長戦略会議 (第３回) 日商・三村会頭説明資料
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IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

国・民間による第三者承継（Ｍ＆Ａ）支援状況

出典：成長戦略会議 (第３回) 日商・三村会頭説明資料

東商で受託している東京都事業引継ぎ支援センター
でも、着実に支援実績を積み上げている
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IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

サプライチェーン全体での生産性向上

出典：日本商工会議所ＨＰ「パートナーシップ構築宣言」の概要について（説明資料）
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IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

パートナーシップ構築宣言

1.PRチラシ

■宣言の提出・掲載ページ （公益財団法人全国中小企業振興機関協会の運営サイト）https://www.biz-partnership.jp

２.宣言のひな形

 ６月に策定し、募集開始。１１月３０日時点で６４７社が登録。
 加点措置対象となる補助金の拡充など、登録促進と実効性確保に向けた取り組みが今後の課題。

https://www.biz-partnership.jp/


Copyright (C) The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All right reserved.

31
IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

デジタル化の加速

 コロナ禍においてテレワークをはじめＩＴの活用は急速に進んでいるものの、効果
を最大限に発揮して定着させる継続的な取り組みが必要。

 業務効率化や感染拡大防止対策のみならず、非対面・非接触のビジネスモデル創出
に向けた「攻め」のＩＴ活用促進も必要となる。

事例１：【造園：従業員数80名】

○ 設計部門の社員がテレワークを実
施し、一定の効果を得ている。家
庭の事情で優秀な社員が大阪府に
転居することになったが、テレ
ワークによる勤務可とすること
で、雇用の継続（専門性を有する
社員の確保）に繋がった。

△ 顧客や社員側にＰＣ機材が無い、
あるいは、操作に不慣れな社員や
関係者（高齢者、協力会社である
一人親方等）とのやり取りに苦労
することが多く、手書き文書がＦ
ＡＸ送信されるケースも多い。

事例２：【衣料品小売：従業員数68名】

○ 自社でＩＴ化できる業務を抽出し、
一元化と効率化を進めている。ＥＣ
サイトを活用することで売上増加に

繋げている。

○売れ筋商品の把握、店舗ごとに売上
高が把握できる仕組み「スマレジ」
を導入することによって、従業員の

モチベーションが向上した。
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IV. ウィズコロナ、ポストコロナを見据えた今後の課題と取り組み

＜参考＞スマートものづくり事例集

 中小製造業のＩｏＴ活用を後押しするべく、デジタルツールの活用を通じて課題を
解決したものづくり企業の事例やお奨めツールを紹介。

 ２０社の取り組みを画像付きの記事と動画で紹介している。

https://www.tokyo-cci.or.jp/seisaku/committee/mono/smart/case/12/



